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回次
第16期

第１四半期累計期間
第15期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

営業収益 （千円） 446,997 1,535,917

経常利益 （千円） 152,988 324,443

四半期（当期）純利益 （千円） 104,787 232,427

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 649,340 649,340

発行済株式総数 （株） 464,000 464,000

純資産額 （千円） 2,915,360 2,810,573

総資産額 （千円） 3,065,775 3,061,104

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 22.58 50.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 95.1 91.8

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載していません。

３．当社は、2022年８月23日開催の取締役会決議により、2022年９月22日付で普通株式１株につき10株の割合で

株式分割を行っています。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純利益を算定しています。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載していません。

５．当社は、第15期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第15期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載していません。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標となっています。

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものです。

　なお、当社は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較分

析は行っていません。

　また、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載の

とおりです。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期会計期間末における総資産は3,065,775千円となり、前事業年度末に比べ4,671千円増加しました。

これは主に、売掛金が28,628千円及び前払費用が26,122千円増加した一方で、現金及び預金が44,062千円減少した

ことによるものです。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債は150,415千円となり、前事業年度末に比べ100,115千円減少しました。

これは主に、未払金が66,551千円減少したことによるものです。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産は2,915,360千円となり、前事業年度末に比べ104,787千円増加しまし

た。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものです。

②経営成績の分析

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種の進展や緊急事

態宣言の解除等により、経済活動にも緩やかな回復の兆しがみられるものの、新たな変異株による感染再拡大が懸

念されており、国際情勢の不安定と合わせて先行きは依然として不透明な状況となっています。

　2020年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、転職者数が10年振りに減少に転じ、2021年にはさらに

減少しました。一方で、当社サービスのターゲット層であるホワイトカラーの転職希望者数は、前年比９％以上増

加（注）しました。個人のキャリア観の変化や終身雇用の構造的限界により、今後雇用の流動化は一層加速するこ

とが見込まれます。さらに、働き方改革やリモートワーク普及により、多様な働き方が広がる中で、求職者の会社

選びの基準も多様化が進んでいます。

　このような状況の中、当社は「ひとりひとりが輝く、ジョブマーケットを創る。」というミッションのもと、個

人が投稿した社員クチコミデータを基盤とするワーキングデータプラットフォーム事業を運営しています。創業よ

り、働く個人の声を蓄積、公開することで、ジョブマーケットの透明性向上を目指してきました。また、現在は社

員クチコミだけに留まらず、求人情報や選考履歴など「働く」に関するあらゆる情報を網羅した、ワーキングデー

タプラットフォームの確立に注力しています。前述の社会的課題を解決するサービスを提供することで、一層のシ

ェア拡大を実現できると考えています。

　国内最大級の社員クチコミデータを有する転職・就職のための情報プラットフォーム「OpenWork」サービスにお

いては、2022年３月末時点で約61,000社、約1,270万件の社員クチコミデータが掲載され、登録ユーザー数は470万

人を突破しました。

　また、自社の働きがいを採用力に変えることができる企業向け採用支援サービス「OpenWorkリクルーティング」

サービスでは、スカウト送信候補者となるWeb履歴書登録者の拡充と、求人検索機能、スカウト関連機能の強化に

取り組みました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の営業収益は446,997千円、一方で更なる成長に向けた採用強化により、営

業費用は294,068千円、営業利益は152,929千円、経常利益は152,988千円、四半期純利益は104,787千円となりまし

た。
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　なお、当社はワーキングデータプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はし

ていません。

　（注）総務省「労働力調査 詳細集計　全都道府県 全国 年次　雇用形態別転職等希望者数(非農林業雇用者)

2022年2月」調査によると、非農林業の正規の職員・従業員の転職希望者数は2019年382万人、2020年424

万人、2021年463万人。

（2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

（3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期累計期間において、当社の資本の財源及び資金の流動性についての重要な変更はありません。

（7）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,050,000

計 1,050,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（注）2022年８月23日開催の取締役会決議、及び2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付で普

通株式１株につき10株の割合で株式分割を行ったため、発行可能株式総数は9,450,000株増加し、10,500,000株と

なっています。

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 464,000 4,640,000 非上場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

計 464,000 4,640,000 － －

②【発行済株式】

（注）１．2022年８月23日開催の取締役会決議及び2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付

で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っています。これにより、発行済株式総数は、4,176,000株

増加し、4,640,000株となっています。

　　　２．2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しています。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日
－ 464,000 － 649,340 － 629,340

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2022年８月23日開催の取締役会決議及び2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付で普通

株式１株につき10株の割合で株式分割を行っています。これにより、発行済株式総数は、4,176,000株増加し、

4,640,000株となっています。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

2022/11/09 11:38:42／22875698_オープンワーク株式会社_公開申請書類（第１四半期）

- 4 -



2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　464,000 464,000

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式です。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 464,000 － －

総株主の議決権 － 464,000 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．2022年８月23日開催の取締役会決議及び2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付で

普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っています。これにより、発行済株式総数は、4,176,000株増

加し、4,640,000株となっています。

　　　２．2022年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月22日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しています。

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて第１四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）及び第１四半期累計期間

（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けています。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成していません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っていません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年12月31日）

当第１四半期会計期間
（2022年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,814,928 2,770,866

売掛金 141,819 170,448

前払費用 9,578 35,700

その他 3,604 249

流動資産合計 2,969,931 2,977,264

固定資産

有形固定資産

　工具、器具及び備品（純額） 11,682 12,356

　有形固定資産合計 11,682 12,356

投資その他の資産

　敷金 15,616 15,616

　繰延税金資産 63,874 60,538

　投資その他の資産合計 79,490 76,154

固定資産合計 91,173 88,510

資産合計 3,061,104 3,065,775

負債の部

流動負債

未払金 100,183 33,631

未払費用 9,967 8,837

未払法人税等 59,346 49,793

前受収益 9,478 -

契約負債 - 1,723

賞与引当金 28,999 17,651

役員賞与引当金 4,480 2,500

その他 38,075 36,278

流動負債合計 250,530 150,415

負債合計 250,530 150,415

純資産の部

株主資本

資本金 649,340 649,340

資本剰余金 629,340 629,340

利益剰余金 1,531,893 1,636,680

株主資本合計 2,810,573 2,915,360

純資産合計 2,810,573 2,915,360

負債純資産合計 3,061,104 3,065,775

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

2022/11/09 11:38:42／22875698_オープンワーク株式会社_公開申請書類（第１四半期）

- 7 -



（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

営業収益 446,997

営業費用 294,068

営業利益 152,929

営業外収益

受取利息 13

その他 45

営業外収益合計 59

経常利益 152,988

税引前四半期純利益 152,988

法人税、住民税及び事業税 44,865

法人税等調整額 3,335

法人税等合計 48,201

四半期純利益 104,787

（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

2022/11/09 11:38:42／22875698_オープンワーク株式会社_公開申請書類（第１四半期）

- 8 -



【注記事項】

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってい

ますが、当第１四半期会計期間の利益剰余金の当期首残高、当第１四半期累計期間の損益に与える影響はありませ

ん。

　収益認識会計基準等を適用したため、前年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受収益」

は、当第１四半期会計期間より「契約負債」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第

89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っていません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、時価算定会計基準等の適用による四半期

財務諸表に与える影響はありません。

当第１四半期累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

減価償却費 1,103千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費は、次のとおりです。

（株主資本等関係）

当第１四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

当社は、ワーキングデータプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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当第１四半期累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

OpenWork 272,676

OpenWorkリクルーティング 172,970

その他 1,350

顧客との契約から生じる収益 446,997

その他の収益 -

外部顧客への営業収益 446,997

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりです。

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

１株当たり四半期純利益 22円58銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 104,787

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 104,787

普通株式の期中平均株式数（株） 4,640,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載していません。

２．当社は、2022年９月22日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っています。期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しています。
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（重要な後発事象）

　当社は、2022年８月23日開催の取締役会決議に基づき、2022年９月22日付で株式分割を行っています。

また、株式分割に伴い、2022年８月31日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部を変更し、単

元株制度を採用しています。

１．株式分割の目的

　当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元

を100株とする単元株制度を採用いたします。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

2022年９月21日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株につき

10株の割合をもって分割しています。

（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 　　　464,000株

今回の分割により増加する株式数 4,176,000株

株式分割後の発行済株式総数 　　4,640,000株

株式分割後の発行可能株式総数　10,500,000株

（３）株式分割の効力発生日

2022年９月22日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出しておりますが、これによる

影響については、当該箇所に記載しています。

３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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